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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、コーポレートガバナンス基本方針を当社ホームページにて開示しております。

ＵＲＬ：https://www.niitaka.co.jp/company/governance.html

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則　１－２－４　議決権の電子行使、招集通知の英訳】

　当社の総議決権における機関投資家及び海外投資家比率は低く、現在は議決権の電子行使及び英語での情報開示は行っておりません。国内
外機関投資家の比率等を踏まえ、議決権の電子行使が可能となる環境整備や招集通知の英訳の要否等を決定したします。

【補充原則３－１－２　英語での情報の開示及び提供】

　当社の海外投資家比率は低く、現在は英語での情報開示は行っておりません。海外投資家の比率等を踏まえ、英語での情報開示の要否等を
決定したします。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　いわゆる政策保有株式】

　当社は、政策保有に関して、取引関係等を円滑に構築することを目的とした保有に限ること、及び保有は当社が定めた基準の範囲内に止めるこ
とを方針としております。

　重要な政策保有株式の売買は取締役会で決定しており、また、その保有の意義を取締役会で検証しております。

　投資先に対する議決権の行使については、その保有目的を勘案し、取引関係を阻害する議案については反対票を投じるかどうかを決定いたし
ます。

【原則１－７　関連当事者間取引】

　当社は、当社の企業価値や株主共同の利益を毀損することがないよう、主要な株主との取引についても、通常一般の取引条件と同様にて行うこ
ととしております。また、取締役が当社と取引を行う場合には、取締役会での決議を経て行うこととしております。

【原則３－１　情報開示の充実】

（ａ）経営理念や経営戦略、中期経営計画等を決算短信、有価証券報告書、決算説明資料等にて開示しております。

（ｂ）コーポレートガバナンス基本方針を当社ホームページに開示しております。

　　　URL：https://www.niitaka.co.jp/company/governance.html

（ｃ）取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続きを、本報告書「取締役報酬関係」の項で開示しております。

（ｄ）当社の取締役は、会社の業務又は専門分野に精通し、人物識見ともに優れ、かつ情熱と行動力に富んだ人物であり、自己の利益よりも中長
期的な企業利益を優先し、その実現に向けて自らの義務と責任を全うすることができる人物であることが求められます。

　この選任基準に照らし、指名諮問委員会が候補者を審議、面接して、取締役会に意見の陳述及び助言を行い、それを取締役会で決定し、株主
総会の決議により選任することとしております。

（ｅ）取締役候補者の選任理由を株主総会招集通知にて開示しております。

【補充原則４－１－１　経営陣に対する委任の範囲】

　当社は、「取締役会規程」において取締役会で審議、決議する事項を定め、また、同規程には取締役会が重要な業務執行の決定の全部又は一
部を取締役に委任できることを定めております。

　取締役会で審議、決議する事項以外の審議、決議事項は、「組織分掌規程」及び「職務権限規程」に定めております。

【原則４－８　独立社外取締役の有効な活用】

　当社は、取締役の3分の1以上の独立社外取締役を選任することを基本方針としており、現在は監査等委員である取締役として３名の独立社外
取締役を選任しております。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、独立性基準を定め運用しております。

　また、専門性を有し、率直・活発で建設的な検討への貢献が期待できる人物を独立社外取締役として選定しております。

【補充原則４－11－１　取締役会全体のバランス、多様性及び規模】

　当社は、取締役の選任において、取締役会の多様性と適正規模について配慮する必要があると考えております。

　なお、当社の取締役会は、業務に精通した取締役と社外取締役で構成しております。社外取締役は、多様な視点、豊富な経験、専門性を持った
独立性のある人物であります。これにより、社外取締役による高度なモニタリングも期待できると考えております。

【補充原則４－11－２　取締役の兼任状況】

　当社は、当社取締役による他の上場企業の取締役の兼任は、当社の取締役の役割・責務を適切に果たすために必要な時間・労力を確保できる
合理的な範囲に限られると考えており、それを超えて兼任がなされる場合においては再任を避ける等の対応を行います。

　社外取締役の他社との重要な兼任状況は、株主総会招集通知や有価証券報告書、コーポレートガバナンス報告書を通じて、開示を行っており
ます。

【補充原則４－11－３　　取締役会の評価】

　取締役会の実効性について、評価項目を定め、分析・評価を行っております。その結果について概要を当社ホームページに開示しております。

　　　URL：https://www.niitaka.co.jp/uploads/20180810_torisimariyakukai_1.pdf

【補充原則４－14－２　取締役に対するトレーニングの方針】

　当社は、取締役が、その役割・責務を果たすことができるよう、事業環境、財務情報、戦略等、必要な知識を修得するトレーニングの機会を継続



的に設けることを基本方針としております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、株主からの対話の申込みに対しては、総務部を窓口として対応しております。また、株主との建設的な対話ができるよう、コーポレートガ
バナンス基本方針を定め、当社ホームページに開示しております。

　　　URL：https://www.niitaka.co.jp/company/governance.html

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社ニイタカＳＣ 1,175,620 19.91

ニイタカ社員持株会 441,109 7.47

つくしの会持株会 203,170 3.44

森田　千里雄 170,559 2.89

商工組合中央金庫 115,800 1.96

ニイタカ会西日本持株会 115,470 1.96

阪本薬品工業株式会社 110,990 1.88

大日製罐株式会社 110,990 1.88

ニイタカ会東日本持株会 103,020 1.75

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 92,300 1.56

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 5 月

業種 化学

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

竹村　聡 公認会計士

池﨑　英一郎 他の会社の出身者

茂木　鉄平 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



竹村　聡 ○ ○

独立役員に指定しております。

株式会社ソフト99コーポレーションの社外

監査役を兼任しております。

社外取締役竹村聡氏は、公認会計士の資格を
有しており、天神橋税理士法人の代表社員を
務めております。同氏は、その知見から当社の
財務及び会計に関して経理部門をはじめ監査
室等との意思疎通を十分に行い、貴重な意見
と有用な助言を提供しております。また、同氏
は、当社の監査法人であるひびき監査法人（旧
ペガサス監査法人）に平成14年７月末日まで雇
用契約に基づき勤務しており、その後平成15年
12月末日まで会計監査の補助として一部業務
に携わっていましたが、その間当社と同氏個人
との間には直接の取引関係は一切発生してお
りません。なお、同氏は、独立役員として東京
証券取引所に届出しております。

池﨑　英一郎 ○ ○ 独立役員に指定しております。

社外取締役池﨑英一郎氏は、複数の会社で人
事本部長を経験しており、人事関係の専門知
識を有しております。同氏は、その知見から当
社の人事及び労務に関して人事部門をはじめ
監査室等との意思疎通を十分に行い、貴重な
意見と有用な助言を提供しております。なお、
同氏は、独立役員として東京証券取引所に届
出しております。

茂木　鉄平 ○ ○

独立役員に指定しております。

塩野義製薬株式会社の社外取締役、倉

敷紡績株式会社の社外取締役（監査等委

員）を兼任しております。

社外取締役茂木鉄平氏は、弁護士法人大江橋
法律事務所パートナーを務めております。弁護
士としての豊富な専門知識と経験を有しており
ます。同氏は、その知見から当社の法務に関し
て管理部門をはじめ監査室等との意思疎通を
十分に行い、貴重な意見と有用な助言を提供
しております。なお、同氏は、独立役員として東
京証券取引所に届出しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 3 0 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

　監査等委員会は、その職務の遂行に必要な場合、監査室に所属の従業員を監査等委員会を補助する従業員としております。また、監査等委員
会は、監査室に所属の従業員に対して監査業務上必要な事項を命令することができることとしております。なお、監査等委員会より監査業務上必
要な事項の命令を受けた監査室に所属の従業員は、その命令に関して、監査等委員である取締役以外の取締役、監査室長等の指揮命令を受け
ないものとしております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

・内部監査

　監査室は社長直轄組織として、他の管理部門、業務部門から独立した形で設置されております。監査室は、総合内部監査規程に基づき、業務
活動全般における合理性や効率性及び法令や社内規程の順守状況並びに内部統制システムやリスク管理体制をチェックしております。この監査
結果を踏まえ、監査室長は、社長に監査報告を行い、監査対象組織に対して指摘事項への回答、その他問題点の是正を求め、是正状況を確認し
ております。また、監査室は、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制監査を実施しております。なお、当社会計監査人とは必要に応じ
て、情報交換を行い、指導・助言を受ける体制をとっております。

・監査等委員会監査

　監査等委員である取締役は、３名おり、全員社外取締役であります。社外取締役には財務及び会計に関する相当程度の知見を有する取締役が
含まれております。監査等委員会は毎月開催し、取締役会の議題についての事前審査、各監査等委員である取締役の活動状況・活動結果の共
有、意見交換を行います。各監査等委員である取締役は、取締役、監査室その他使用人等と意思疎通を図り、情報の収集に努めます。会計監査
人とは定期的に会合を持ち、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施していることの確認を含めた意見交換、質疑応答を実施
します。

　なお、監査等委員である取締役の法定の員数を欠くことになる場合に備え、定款第22条に基づき、予め補欠の監査等委員である取締役１名を
平成29年８月25日開催の株主総会で選任いたしました。

【任意の委員会】



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名諮問委員会 4 1 1 3 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬諮問委員会 4 1 1 3 0 0
社外取
締役

補足説明

　当社では、取締役の選任・報酬を公正かつ客観的に決定することを目的とした任意の委員会として、指名諮問委員会、報酬諮問委員会を設置し
ております。指名諮問委員会、報酬諮問委員会は取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役により構成し、取締役
選任・報酬支給の方針や金額等について審議及び意見交換することとしております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

取締役（監査等委員である取締役を除く。）については報酬に業績連動部分を設け、その割合が適切となるよう設定していくこととしております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、役員ごとの報酬等の総額は開示しておりません。

平成30年５月期における役員の報酬は以下の通りであります。

取締役４名（監査等委員である取締役、社外取締役を除く）　109百万円

監査等委員である取締役３名　16百万円

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容



　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬については、一部に業績連動報酬を採用しております。

　役員報酬については、その主たる使命である企業価値の最大化の遂行にふさわしい対価とすることを基本方針とし、報酬諮問委員会は、同方
針に基づき、当社の業績と連動する報酬の割合を適切に設定することを重視し、報酬制度の体系を決定しております。取締役会は、同方針及び
報酬制度の体系に基づき、報酬諮問委員会の助言を得て、個別の役員報酬を決定いたします。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役に対しては、総務部総務課が、取締役会等重要な会議について、議題及び必要な書類の事前配布、議事録の配布等を行っておりま

す。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

森田　千里雄 取締役相談役 ――― ――― 2018/09/26
平成31年５月期に
係る定時株主総
会終了の時まで

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　月１回開催される定時取締役会では、経営方針、事業計画、組織及び財務状況等の施策に関する重要な事項を決定するとともに当社並びに子
会社の業務執行状況の確認、監督を行っております。また、平成17年８月から執行役員制度を導入し、定時執行役員会を月１回開催し、業務上の
重要事項を協議決定し、業務執行しております。

　会計監査については、当社は、会計監査人であるひびき監査法人と監査契約を締結し、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査を受けて
おります。平成30年５月期の会計監査業務を執行した公認会計士は、木下隆志、石原美保の２名であり、その補助者は公認会計士５名でありま
す。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、上記の経営執行の体制に対して、監査等委員会による経営監視機能、後述の内部統制システムによる牽制機能が働くことで、適切な
コーポレート・ガバナンスの実現が可能と考え、当体制を採用しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 直近の第56回定時株主総会招集通知は、開催日の19日前に発送しました。

集中日を回避した株主総会の設定 直近の第56回定時株主総会は、平成30年９月26日に開催しました。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年１回決算発表後に東京で開催しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
IRに関するURL：https://www.niitaka.co.jp/ir/

決算短信、有価証券報告書、四半期報告書等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 IRに関しては総務部総務課が担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
環境方針や環境保全活動規程等を定め、平成17年４月にはＩＳＯ14001（環境マネジメント
システム）の認証を取得し、全社的に環境保全活動の推進に取り組んでおります。また、平
成18年より環境・社会報告書を作成しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制の概要は以下のと
おりであります。

（１）当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制並びに損失の危険の管理に
関する規程その他の体制

　当社は、コンプライアンス及びリスク管理を統括する組織として「ＣＳＲ委員会」を設置する。

　コンプライアンスの推進については、「倫理方針」「倫理規程」に基づき、取締役及び使用人がコンプライアンスを自らの問題としてとらえ業務執行
にあたるよう研修等を通じて指導する。また、「内部通報制度規程」に基づき、取締役及び使用人が社内の不正行為、違法行為及び犯罪的行為等
を通報し、会社はそれに対し適切な対応をとる。その際会社は、通報内容を守秘し、通報者に対して不利益な扱いを行わない。加えて、「反社会的
勢力排除対応規程」に定めた方針に従い、反社会的勢力と一切の関係を持たず、反社会的勢力による不当要求に応じない。

　リスク管理の推進については、「リスク管理方針」「リスク管理規程」に基づき、各部門が有するリスクの把握、分析、評価を行い、適切な対策を実
施する。

　当社グループは、不測の事態を想定した「緊急事態対応手順」を定め、不測の事態が発生した場合には、同手順に基づき、当社代表取締役社
長を本部長とする対策本部及び状況に応じた下部組織を設置し、迅速な対応を行い、損害を極小化する体制を構築・運用する。

（２）当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、重要な決定事項について原則として毎月１回開催する定時取締役会において決定するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催するこ
とにより迅速な決定を行う。

　業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ中期経営計画を立案し、各年度予算・全社方針を設定する。各部門においては、その方針を
基に具体策を立案し、実行する。

　当社取締役会の決定に基づく業務執行のうち部門及び当社グループを横断する重要な業務執行については、執行役員によって構成される執行
役員会にて審議を行い、その審議を経て執行する。

（３）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、法令及び社内規程に基づき、「株主総会議事録」「取締役会議事録」等の取締役の職務の執行に係る文書等の保存及び管理を行う。

　また、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員は、必要に応じてこれらの文書等を閲覧できるものとする。

（４）当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制及び当社子会社の取締役等の職務執行に係る事項の当
社への報告に関する体制

　当社グループの経営管理については、「関係会社管理規程」に基づき、適切な経営管理を行う。

　当社グループにおける業務の適正を確保するため、「倫理方針」「行動規範」を当社グループ全体に摘用し、これを基礎として、当社グループ各
社が諸規程を制定・改訂する。

　監査室は、「総合内部監査規程」に基づき当社グループの業務監査を行い、その結果を適宜、代表取締役社長に報告する。

（５）当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する体制、当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの
独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査等委員会の職務を補助すべき使用人（以下「監査等委員会補助者」という。）の任命、解任、人事異動、評価等は、監査等委員会の同意の
上決定することとし、監査等委員会補助者の、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保する。なお、監査等委員会の職務を
補助すべき取締役は置かない。

（６）当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに当社子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受
けた者が監査等委員会に報告するための体制並びにその他の監査等委員会への報告に関する体制

　当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）、監査役及び使用人は、監査等委員が出席する取締役会等の業務執行又は業績に
関する会議において、業務又は業績に影響を与える重要な事項を報告する。

　前記にかかわらず、監査等委員会が選定した監査等委員は、いつでも必要に応じて、当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除
く。）、監査役及び使用人に対して報告を求めることができる。

　監査室は、「総合内部監査規程」に基づき内部監査計画を立て、内部監査の結果を監査等委員会に定期的に報告する。

　「内部通報制度規程」に基づき、内部通報システムの適切な運用を維持することにより、法令違反その他のコンプライアンス上の問題について監
査等委員会への適切な報告体制を確保する。

（７）当社の監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　当社は、監査等委員会へ報告を行った当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）、監査役及び使用人に対し、当該報告をした
ことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループに周知徹底する。

（８）当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。以下この項において同じ。）について生ずる費用等の処
理に係る方針に関する事項及び監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　当社は、監査等委員がその職務の執行について、当社に対し、会社法第399条の２第４項に基づく費用の前払等の請求をしたときは、担当部署
において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、すみやかに当該費
用又は債務を処理する。

　監査等委員が独自の外部専門家（弁護士・公認会計士等）を監査等委員のための顧問とすることを求めた場合、当社は、当該監査等委員の職
務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、その費用を負担する。

　監査等委員会は、当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人の職務の執行状況を監査等委員会の定める監査方針
及び分担に従って監査するとともに、会計監査人及び監査室と情報交換を密にし、連携して監査が実効的に行われることを確保する。

　監査等委員会は、取締役及び使用人の監査等委員会の監査に対する理解を深め、監査業務の環境を整備するように努めるとともに、取締役
（監査等委員である取締役を除く。）との定期的な意見交換を実施し、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。また、監査等委員会
は、主要な稟議書等の重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役及び使用人にその説明を求めることとする。

　なお、監査等委員会は、当社の会計監査人から会計監査内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を図っていく。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況



　当社は、反社会的勢力に対して、断固とした姿勢で対応することを倫理行動指針としています。

　反社会的な行為を許容したり支持したりする個人、グループ、団体との取引を防止するため、取引口座開設にあたって、当該個人、グループ、団
体と反社会的勢力との関係の有無を調査しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

（１）会社の支配に関する基本方針

　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業理念、企業価値のさまざまな源泉、当社を支えるステークホル
ダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の益を中長期的に確保・向上させる者でなければならないと考えておりま
す。一方、上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の株式に対する大規模買付提案又はこ
れに類似する行為があった場合においても、一概に否定するものではなく、最終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考
えます。

　しかしながら、株式の大規模買付提案の中には、濫用目的によるものや、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの等、企
業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれをもたらすものも想定されます。

　したがいまして、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案又はこれに類似する行為を行う者は、当
社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えております。

（２）会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する取り組み

　当社は上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する取り組みとして「当社株式
の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）を導入しております。

　本プランでは、当社株式に対し20％以上の大規模買付行為（市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問わないものとし、あらかじ
め当社取締役会が同意したものを除きます。）を行おうとする者（以下「大規模買付者」といいます。）が大規模買付行為実施前に順守すべき、大
規模買付行為に関する合理的なルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を定めております。大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大
規模買付行為に応じるか否かを判断されるために必要な情報や、当社取締役会の意見を提供し、さらには当社株主の皆様が当社取締役会の代
替案の提示をお受けいただく機会を確保することを目的としております。当社取締役会は、大規模買付者に対し、大規模買付行為についての評
価・検討に必要かつ十分な情報を当社取締役会に提供することを要請し、当該情報の提供完了後、大規模買付行為の評価・検討のための期間を
設定し、当社取締役会としての意見形成や必要に応じ代替案の策定を行い、公表することとしております。したがいまして、大規模買付行為は、取
締役会の評価・検討の期間の経過後にのみ開始されるものとします。大規模買付者が、大規模買付ルールを順守した場合は、当社取締役会は、
当該大規模買付行為が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく毀損することが明白と判断される場合を除き、対抗措置をとりません。

　ただし、大規模買付者が、大規模買付ルールを順守しなかった場合、順守しても大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社
の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、当社取締役会は、当社企業価値ひいては株主共同の利益を守ること
を目的として、必要性・相当性の範囲で会社法その他の法律及び当社定款が認める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗することがあります。

　本プランは、平成28年８月26日に開催の当社第54回定時株主総会において株主の皆様にご承認をいただき継続しており、その有効期限は平成
31年５月期に係る当社定時株主総会終結時までとなっております。

（３）本プランが、基本方針に沿うものであり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維持を目的とす
るものではないことについて

　会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための施策であり、まさに会
社の支配に関する基本方針に沿うものであります。

　また、本プランは、(イ)買収防衛策に関する指針（注１）の要件を充足していること(ロ)株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されてい
ること(ハ)合理的な客観的発動要件の設定をしていること(ニ)独立性の高い社外者の判断の重視と透明な運営が行われる仕組みが確保されてい

ること(ホ)株主意思を重視するものであること(ヘ)デッドハンド型買収防衛策（注２）やスローハンド型買収防衛策（注３）ではないこと等、会社の支
配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えてお
ります。

（注）

１．「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」（平成17年５月27日　経済産業省・法務省）を指します。

２．デッドハンド型買収防衛策　取締役会の構成員の過半数を交替させてもその発動を阻止できない買収防衛策

３．スローハンド型買収防衛策　取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

＜適時開示体制の概要＞

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、次のとおりです。

１．適時開示の担当部署

会社情報の適時開示については、情報取扱責任者であるＩＲ担当執行役員のもと、総務部総務課が担当しております。

２．情報の収集

開示対象と考えられる情報（通達で各部署長に基準を明示）が発生した場合は、当社各部署長及びグループ会社の責任者は、直ちに総務部に報
告を行います。当該情報については、内部者取引管理規程に基づき、情報管理を徹底するとともにインサイダー取引の防止を図っております。

３．適時開示の判定

情報の重要性の判断及び適時開示の要否は有価証券上場規程に則り、総務部長が決定しております。

４．情報開示

決算情報については、総務部経理課で作成した情報を総務課で内容確認を行い必要があれば修正の指示を行い、その後、代表取締役社長に報
告し、取締役会での承認後遅滞なく適時開示を行います。

決定事実については、取締役会で承認後遅滞なく適時開示を行います。

発生事実については、各部署長からの発生情報の収集を総務部で行い、総務部長が、情報の重要性等を判断し、適時開示を行います。

適時開示は、東証へのTDnet登録に加え、資料投函及び自社ホームページの掲載を併せて行います。
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